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周産期・産科救急医療体制の整備を図るため、継続実施
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安全・安心な社会づくり（医療体制の整備）

周産期・産科救急医療体制整備事業

平成20年度決算額

(3,735 千円)

①県民の出産に対する不安の解消
②周産期救急医療体制の整備

所管部局課名

担当者電話番号

健康福祉部健康局医務課

企画調整係 078-362-4351

従事人員

事業開始年度 平成20年度

18,713 千円

19,356 千円 0.1人

821 千円 0.1人
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・昨今の周産期医療を取り巻く状況は、産科医の不足等により、病院の産科が分娩の制限や、休止・
廃止に追い込まれる大変厳しいものであり、本県でも妊産婦へのセーフティネットを充実させること
が急務となっている。
・ついては、周産期医療情報システムの充実を図り、総合周産期母子医療センターの体制を強化さ
せ、県民が安心してお産できる医療体制を整備する必要がある。

・周産期母子医療センター10機関、医療機能が充実した産科を有する協力病院19機関で診療応需情報
を救急及び周産期医療施設に提供する体制が整っており、妊産婦への搬送体制を強化する上で有効な
取組として、今後も引き続きシステム運用を行う。
・また、近畿ブロックの各府県において、妊産婦の受入の連絡調整を行うコーディネーターを配置
し、広域搬送体制を整備することにより、安全・安心な周産期医療体制の確立が図られている。

・兵庫県周産期医療システムの効率的、継続的な運用、及び母体の緊急搬送時において県内での搬送
が困難な場合、近畿ブロックの各府県に搬送する体制を整備している。
・また、国庫補助制度を活用することにより、効率的な運用を行っている。

必 要 性

・本事業については、周産期医療体制を整備する観点から、県が実施するもの。

新規 拡充

受益と負担の適正化

方 向 性
凍結(休止)

負担割合変更 事務改善

継続 実施手法の見直し

その他ＰＦＩ

延長 終期設定

民間移譲

廃止 縮小 統合

民間委託市町移譲

事業内容

①周産期母子医療情報システムの充実
・診療応需情報提供協力病院：H21～ 19機関
（周産期母子医療センター10病院は整備済）
・国庫補助：1/3
②総合周産期母子医療センターの体制強化整備
・負担割合：国1/2、県（病院局）1/2
・国庫補助：10/10

①周産期医療情報システムの診療応需情報
提供機関の確保

②受入医療機関を調整するコーディネー
ターの確保

[目標設定理由]
小児科を有し、産科で24時間対応可能な医療機関の受入可否情報を掲
示することにより、迅速に母体・胎児を搬送できる体制を確保するた
め

[目標設定理由]
妊産婦の搬出入が近畿府県の広域において必要な場合、他府県との広
域調整を行う広域搬送調整拠点病院を、県下１箇所指定することとし
ており、県民が安心して出産できる体制を確保するため

100.0% 100.0% 100.0%


